
平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

8,246 295 未把握 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 2

保育課長
長澤　孝仁

（ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 8,329 296 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 8,462 295 未把握

□ （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

20,774 12 32,994 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
長澤　孝仁

（ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 20,656 12 33,197

上乗 □ （ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 19,872 12 29,457

□ （ 人 ） （ 園 ） （ 人 ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

8,246 295 未把握 必要性 4 有効性 3 達成度 2 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 2 効率性 3

保育課長
長澤　孝仁

（ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 8,329 296 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 8,462 295 未把握

□ （ 人 ） （ 日 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

10 153 100 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 2

保育課長
長澤　孝仁

（ 園 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 10 146 100

上乗 □ （ 園 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 10 163 100

□ （ 園 ） （ 件 ） （ ％ ）

指標事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01 保育サービスの充実

指標 指標

一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体

一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

11-01-01

保育課
保育係

根拠
法令
等

公立保育園運営事業

事業
形態

延長保育事業

11-01-03

保育課
保育係

11-01-04

根拠
法令
等

自主的 義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）外部委託の拡大
・一部委託済み

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

根拠
法令
等

自主的 義務的

公立保育園給食事業

事業
形態

アウトソー
シング

市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

86,227 165,479 251,706

11-01-02

保育課
保育係 平成24年度東久留米市延長保育事業費実施

要綱

直営（委託無）

延長保育を利
用した延べ児
童数

一部補助有

事業
形態

説明欄：26年度以
降方向性

アウトソー
シング

説明欄：行財政改革ア
クションプラン１
（１）公立保育園民営
化

行財政改革アクション
プラン３（１）保育料
の見直し

264,560

アウトソー
シング

27年度以
降方向性

アウトソー
シング

26年度以
降方向性

247,943

258,640

説明欄：

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：公立保育園給食調理業務の民間委託
は、みなみ保育園、はちまん保育園の２園に
おいて平成１７年度中に開始している。みな
み保育園は２５年度末をもって閉園したた
め、２６年度以降は民間委託園が１園とな
る。今後の方向性については、職員の配置基
準等を鑑みながら、公立保育園の民営化の検
討と併せて、給食調理業務の民間委託化の可
能性を検討していく。（保護者負担金
136,245千円が公立保育園運営事業、公立保
育園給食事業、公立保育園施設整備事業に充
当されている）

163,706

161,132

91,158

89,725

公立保育園７
園の延べ入園
児数（受託児
童を含む）

27年度以
降方向性

アウトソー
シング

アウトソー
シング

努力義務的

給食実施日数

保育園を利用
している保護
者の給食に対
する満足度

その他（　　　　　　　　　　　　　）

児童福祉法

努力義務的

直営（委託無）

市独自上乗せ（上乗・横出）

園児に対して、栄養士が作成した献立
に基づき、調理員が調理した昼食及び
おやつを提供する。

公立保育園7園のうち3園で18:00～
19:00まで1時間の延長保育を実施。利
用料は（2,500円／月）とスポット利
用（500円／回）公設民営の全ての園
と私立の全ての園で30分～2時間の延
長保育を実施。18:00～18:30が3園、
18:00～19:00が3園、18:00～20:00が3
園

対象

意図

全額補助

保育園で園児を保育する。毎月、園児
の健康管理のため身体測定や0歳児検
診を実施するとともに、誕生会や運動
会、遠足など季節ごとに様々な行事を
実施している。

一部補助有

児童福祉法

説明欄：公立保育園給食調理業務の民間委託
は、みなみ保育園、はちまん保育園の２園に
おいて平成１７年度中に開始している。みな
み保育園は２５年度末をもって閉園したた
め、２６年度以降は民間委託園が１園とな
る。今後の方向性については、職員の配置基
準等を鑑みながら、公立保育園の民営化の検
討と併せて、給食調理業務の民間委託化の可
能性を検討していく。（保護者負担金
136,245千円が公立保育園運営事業、公立保
育園給食事業、公立保育園施設整備事業に充
当されている）

254,864

86,227

説明欄：27年度以
降方向性

89,725

児童福祉法
東久留米市立保育園条例

努力義務的自主的 義務的

直営（委託無）

市全額全額補助 一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

対象 公立保育園児

全額補助 市全額

自主的 義務的

手段
・

内容

努力義務的

意図

手段
・

内容

対象
保育園に入所している児童とその保護
者

適正な環境で保育される。

意図
正しい食習慣や食事態度を身につけ
る。

公立保育園児

手段
・

内容

保育園終了後に別の保育施設に子ども
を預ける二重保育を必要としなくな
る。

説明欄：

2,052

現状維持
26年度以
降方向性

説明欄：公立保育園の施設整備に要する費用
は、施設の老朽化により増加の一途をたどっ
ている。設備面についても空調機などかなり
経年している物が多く、２５年度も故障して
からの対応となるケースが数件あった。
限られた予算の中では、計画的に整備・補修
していく事は難しいが、園児の安全という視
点を第一に優先して、適切に施設の整備、管
理を行っていく必要がある。

現状維持
27年度以
降方向性

説明欄：都子供家庭支援
区市町村包括補助事業に
より一部事業が対象とな
り、1/2補助

31,324

26年度以
降方向性

アウトソー
シング

91,158

アウトソー
シング

13,528

9,794

説明欄：都より 2/3 補
助 。 そ の 他 に 利 用 料
2,935千円が充当されて
いる。

5,745

市内認可保育
園の入所児数

12,474

1,178

公立保育園７
園の延べ入園
児数（22年度
までは８園、
受託児童を含
む）

保育園開園日数

保育指針の達
成度（心身と
もに健やかに
育っていると
考えている保
護 者 ／ 保 護
者）

247,943

延長保育を実施
し た 保 育 園 数
（公立3園、公
設民営3園、私
立6園）

9,487

26年度以
降方向性

現状維持

1,222,790

12,271

1,224

258,640

説明欄：次世代育成支援行動計画（後期）で
は、２２年度～２６年度の計画期間中、１６
園への拡充を目標にし、現在は公立３園、公
設民営３園、私立７園で実施している。保護
者の就労形態の多様化や通勤時間の増加等の
保育ニーズに対応するため、延長保育実施園
の拡大を検討をしていく必要がある。しかし
ながら、公立保育園での事業開始や充実は人
的シフトの見直しを伴うため、直ちに取り組
むことは困難である。今後の方向性として
は、新設私立保育園では実施をお願いし、公
立保育園は民営化を機に延長保育をはじめと
する保育サービスの拡充に取り組んでいく。

9,336

13,698

説明欄：次世代育成支援行動計画(後期)、民営化実施計画
（再改定版）では、みなみ保育園、さいわい保育園の民営
化を実施することを目標に掲げている。みなみ保育園の民
営化に向けては、２５年度は運営法人と保護者、市との三
者協議会を開催するとともに、公立みなみ保育園の保育を
できるだけ継承できるよう、１年間を通じて引継保育や合
同保育を行った。また、２６年３月末をもって公立みなみ
保育園は閉園し、４月１日から民設民営園であるわらべみ
なみ保育園での保育をスタートしたものである。今後は一
定期間、子供たちへの必要な支援に努めていく。
さいわい保育園については、今後は保護者に対して丁寧

に説明していくとともに、都との事業スケジュール等の協
議を進め、さいわい保育園の民営化実施時期等を確定した
い。（保護者負担金136,245千円が公立保育園運営事業、
公立保育園給食事業、公立保育園施設整備事業に充てられ
ている。）

8,616

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

264,560

1,257

27年度以
降方向性

250,857

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

説明欄：次世代育成支援行動計画(後期)、民営化実施計画
（再改定版）では、みなみ保育園、さいわい保育園の民営
化を実施することを目標に掲げており、みなみ保育園の民
営化に向けては、２５年度は運営法人と保護者、市との三
者協議会を開き意見交換を行うとともに、公立みなみ保育
園の保育をできるだけ継承できるよう、１年間を通じて引
継保育や合同保育を行った。また、２６年３月末日をもっ
て公立みなみ保育園は閉園し、４月１日から民設民営園で
あるわらべみなみ保育園での保育をスタートしたものであ
る。今後は、一定期間、子供たちへの必要な支援に努めて
いく。
さいわい保育園については、今後は保護者に対して丁寧

に説明していくとともに、都との事業スケジュール等の協
議を進め、さいわい保育園の民営化実施時期等を確定した
い。（保護者負担金136,245千円が公立保育園運営事業、
公立保育園給食事業、公立保育園施設整備事業に充てられ
ている。）

958,230

1,136,698888,755

現状維持

902,947 1,161,587

36,031
説明欄：公立保育園の施設整備に要する費用
は、施設の老朽化により増加の一途をたどっ
ている。設備面についても空調機などかなり
経年している物が多く、２５年度も故障して
からの対応となるケースが数件あった。
限られた予算の中では、計画的に整備・補修
していく事は難しいが、園児の安全という視
点を第一に優先して、適切に施設の整備、管
理を行っていく必要がある。

26年度以
降方向性

27,338 572857

32,794790

26,481

680

一部補助有

33,167

25,337

園児の保育の実施に際して安心・快適
なものとなる。

手段
・

内容

81235,219

32,004

対象 市立保育園施設

園庭整備・内外壁・床・給排水・各種
設備等の改修・補修工事を実施する。 修繕・改修対

応率

直営（委託無）

市独自上乗せ（上乗・横出）

市全額

その他（　　　　　　　　　　　　　）

全額補助 公立保育園数
各 種 設 備 の 改
修・修繕・工事
実施件数

意図

保育課
管理係

根拠
法令
等

事業
形態

公立保育園施設整備
事業

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

指標事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01 保育サービスの充実

指標 指標

一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体

一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

872 12 0 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

保育課長
長澤　孝仁

（ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 868 12 2

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 809 13 3

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

18,236
17,865

(未確定）
98.01 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

保育課長
長澤　孝仁

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 18,128
18,035

(未確定)
98.60

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 17,835 17,855
(未確定)

98.39

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

12,559 34 未把握 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
長澤　孝仁

（ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 12,149 28 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 11,501 24 未把握

□ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

1,087 15 未把握 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
長澤　孝仁

（ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 862 13 未把握

上乗 □ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 906 13 未把握

□ （ 人 ） （ 園 ） （ ％ ）

説明欄：待機児童解消が社会的に注目されて
いる中、潜在的な保育需要を掘り起こしてい
ることもあってか入所申込件数は年々増え続
けている。また、雇用情勢や家庭状況の変化
により、入所相談や申請後の希望先変更、内
定後の取り下げなど、窓口に係る事務が複雑
化、長期化する傾向にある。多様なニーズに
対応していくため、効率的な事務処理を進め
ていく必要がある。

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

483

説明欄： 26年度以
降方向性

1,268

保育課
管理係

根拠
法令
等

保育園入所事務

児童福祉法
東久留米市保育の実施に関する条例

義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

一部補助有 市全額

説明欄：27年度以
降方向性

現状維持
26年度以
降方向性

740

19,013 20,281

19,855

説明欄：待機児童解消が社会的に注目されて
いる中、潜在的な保育需要を掘り起こしてい
ることもあってか入所申込件数は年々増え続
けている。また、雇用情勢や家庭状況の変化
により、入所相談や申請後の希望先変更、内
定後の取り下げなど、窓口に係る事務が複雑
化、長期化する傾向にある。多様なニーズに
対応していくため、効率的な事務処理を進め
ていく必要がある。

20,549

入所会議実施回
数

努力義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助

保護者から希望保育園の入所申し込み
を受けて、申請書、添付書類等を審査
して保育に欠ける要件を精査する。

直営（委託無）

自主的

保育の実施が適正になされる。意図

1,268

決定に対する
異議申し立て
件数

対象

入所児童申し
込み数

意図

11-01-08

40,540

52,678

42,668

説明欄：

説明欄：
拡大

1,342

483

手段
・

内容

認可保育所(公立・私立）

説明欄：

26年度以
降方向性

18,513

20,066

現状維持

保育料徴収事務

認証保育所入
所 者 数 （ 延
べ）

保育所運営費を
交付している保
育園数

直営（委託無）

保育課
保育係

11-01-06

保育課
管理係

根拠
法令
等

保育課
保育係

私立保育園運営支援
事業

事業
形態

事業
形態

11-01-05

11-01-07

事業
形態

事業
形態

市独自上乗せ（上乗・横出）
認証保育所運営支援
事業

適正な環境で保育される。

東京都認証保育所事業実施要綱に基づ
く認証保育所（Ａ型及びＢ型の施設）
に市内の乳幼児が在籍した場合、年齢
区分に応じた単価により計算した運営
費補助金を交付する。

直営（委託無）

根拠
法令
等

全額補助 一部補助有

管内＋管外認証
保育所数（市内
児童を受託した
市外の保育所）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

義務的

市全額

認証保育所在園児

手段
・

内容

6,688 1,425,368

87,332

説明欄：

説明欄：東京都より1/2
補助

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

107,307

根拠
法令
等

保育運営費支弁要綱

保育指針の達
成度（心身と
もに健やかに
育っていると
考えている保
護 者 ／ 保 護
者）

平成２４年度東久留米市認証保育所運営費
補助金交付要綱

現状維持

237,086

274,308

27年度以
降方向性

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

現状維持
27年度以
降方向性

1,883

26年度以
降方向性

説明欄：保育料徴収・滞納整理の年間計画に
基づき、現年度の収納率向上を図るために、
口座振替を促進するとともに園長を通じての
納付督促を行った。滞納整理については、通
知や電話での督促を実施するとともに、納付
が困難な場合には相談の機会を持ちかけ、場
合によっては財産調査による差し押さえも実
施している。

説明欄：

615

現状維持

696

721

説明欄：

1,951

1,900 83,090

1,997

26年度以
降方向性

拡大

7,254 1,633,836

保育園に入所している児童とその保護
者

26年度以
降方向性

現状維持

毎月、保育園からの請求により保育運
営費を支出する。地域区分、児童年
齢、各園の定員数など国基準の単価が
細かく定められており、児童数、職員
数に応じた金額を支払う。それ以外に
都が独自に定めた各種保育サービスに
対する補助。

管外受託児童
を除いた私立7
園、公設民営3
園の入所児童
数＋管外委託
児童数

保育指針の達
成度（心身と
もに健やかに
育っていると
考えている保
護者の数／保
護者数）

手段
・

内容

721

保育料賦課人
数(現年：年間
延数→Ｂ2.C.D
階層）

説明欄：国基準の運営費
から国基準の保育料相当
分を減じた残りの1/2を
国が負担し、1/4を東京
都が負担。また保護者負
担金196,382千円が充当
されている。

1,626,582

意図 適正な環境で保育される

1,558,837

1,418,680 258,786

対象

現年度徴収率

対象 認可保育園保育料

615

現状維持

適正な手続きによって通知され、保護
者により納入される。

利用者から提出された税資料(所得税
額・市民税額）を基に階層を認定す
る。市保育料徴収基準額により保育料
(月額）を算定し、決定通知書を発送
する。 1,235696

1,338

1,551,773

81,190

85,335

105,356

2,059

7,064

現状維持

説明欄：国や都の負担金、補助金に併せて、
市独自の補助金を交付している。２７年４月
からの子ども・子育て支援新制度における公
定価格等を鑑みながら、市が私立保育園に確
保依頼している面積、人員基準のあり方とと
もに運営費・補助金の交付基準についても見
直していく必要がある。

27年度以
降方向性

説明欄：保育料徴収・滞納整理の年間計画に
基づき、現年度の収納率向上を図るために、
口座振替を促進するとともに園長を通じての
納付督促を行った。滞納整理については、通
知や電話での督促を実施するとともに、納付
が困難な場合には相談の機会を持ちかけ、場
合によっては財産調査による差し押さえも実
施している。

1,268

1,931

27年度以
降方向性

説明欄：喫緊の課題である待機児童解消と多様な
保育サービスの拡充を図るため、認証保育所の果
たす役割は大きいが、年度当初は利用者数が比較
的少ない傾向にある。市ホームページ上に受入れ
可能人数の表示を行うなどして、認証保育所の利
用を促進しているが、認可保育園の保育料と認可
外保育施設の利用料との間に格差があることが、
認可保育園利用志向の大きな要因となっていると
考えられる。認可外保育施設保護者助成について
は、子ども・子育て支援新制度の動向などにも注
視しながら、新制度における認可外保育施設の考
え方や認可外保育施設保護者助成の財源のあり方
について整理する必要がある。なお、次世代育成
支援行動計画（後期）では、保育室の認証保育所
への移行を２６年度までに１施設という目標を掲
げているが現在実現できていないため、方向性は
拡大とした。

自主的

意図

義務的自主的

義務的

対象

一部補助有

手段
・

内容市全額

努力義務的

市独自上乗せ（上乗・横出）

努力義務的

全額補助

自主的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

努力義務的

年 間 納 入 件 数
（ 現 年 ・ 過 年
度）

児童福祉法
東久留米市児童保育運営費徴収条例

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助 市全額

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

指標事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01 保育サービスの充実

指標 指標

一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体

一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

1 45 未実施 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
長澤　孝仁

（ 園 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 1 24 未実施

上乗 □ （ 園 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 2 145 未実施

□ （ 園 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

8 386 41 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

保育課長
長澤　孝仁

（ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 8 355 48

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 7 347 37

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

784 784 100 必要性 4 有効性 3 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

子育て支援課長
相川　浩一

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 854 854 100

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 925 925 100

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

20 22 100 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

子育て支援課長
相川　浩一

（ 箇 所 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 20 37 100

上乗 □ （ 箇 所 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 21 29 100

□ （ 箇 所 ） （ 件 ） （ ％ ）

11-01-10

保育課
保育係

保育室入所児数
（延べ）

事業
形態

根拠
法令
等

1,816

46,262

39,360

全額補助

保育園における集団保育とは異なる
サービスを選択できる。

一部補助有

保護者が就労、疾病等のため家庭で保
育できない0歳から2歳までの児童を保
育する家庭福祉員に対して、都費補助
要綱及び市補助要綱により補助を行
う。

市独自上乗せ（上乗・横出）

自主的 努力義務的

対象
就労や疾病等により家庭で保育ができ
ない児童を持つ保護者

対象

平成24年度家庭福祉員制度運営費補助金交
付要綱

直営（委託無）

家庭福祉員利用
児童数（延べ）

補助対象とな
る
保育室数

東京都及び市の定める補助要綱に基づ
き、保育室に対して、市内の0歳から2
歳の児童を持つ保護者が、就労、疾病
等のため家庭で保育できないとき、管
内施設及び管外施設に市内児童が入所
した場合に補助支援をする。

99

630

説明欄：

家庭福祉員数

1,864

7,949

27年度以
降方向性

利用保護者数

41,176

44,398

適正な環境で保育される。

手段
・

内容

697 796

保育室在園児

727

根拠
法令
等

意図

手段
・

内容

平成24年度東久留米市保育室制度運営費補
助金交付要綱

保育指針の達
成度（心身と
もに健やかに
育っていると
考えている保
護者の数／保
護者数）

一部補助有

その他（　　　　　　　　　　　　　）

26年度以
降方向性

説明欄：東京都より1/2
補助

315

説明欄：

27年度以
降方向性

9,1671,218

現状維持
説明欄：

市全額

努力義務的

家庭福祉員運営支援
事業

事業
形態

11-01-09

保育室運営支援事業

保育課
保育係

直営（委託無）

市独自上乗せ（上乗・横出）

全額補助

348

説明欄：

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

26年度以
降方向性

19,680

説明欄：東京都より1/2
補助

現状維持

22,199
説明欄：次世代育成支援行動計画(後期）では、待
機児解消の取り組みとして、各年度１名ずつの家
庭福祉員増員を掲げているが、新規に開園する家
庭福祉員がいる一方、閉園する家庭福祉員もお
り、実現が難しい状況である。今後は家庭的保育
事業の要件を満たすための研修や保育所との連携
など体制の整備を図りつつ、新たに始める方に対
して開設を支援し、次世代育成支援行動計画（後
期）で掲げた目標の実現に努めていく。なお、次
世代育成支援行動計画（後期）では、家庭福祉員
の開設数を毎年１施設という目標を掲げているが
現在実現できていないため、方向性は拡大とし
た。

3,975

13,828 18,897

その他（　　　　　　　　　　　　　）

拡大

ー 5,069

意図

市全額

義務的

説明欄：

学童保育所管理事業

一部補助有 市全額

6,121 12,922 19,043 6,121

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

説明欄：平成22年度学童
保育所整備に伴う児童館
等整備費補助金あり。

26年度以
降方向性

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

ー 5,037
説明欄：所舎を維持管理していくための修繕
や、災害時・不審者等における非難路の確保
などにより安全で快適な環境設備を施す余地
があるため、管理コストの増が改善課題であ
る。

ー

修繕・改修対
応率

26年度以
降方向性

現状維持
27年度以
降方向性

5,037 13,056 18,093
説明欄：所舎を維持管理していくための修繕
や、災害時・不審者等における非難路の確保
などにより安全で快適な環境設備を施す余地
があるため、管理コストの増が改善課題であ
る。

現状維持

5,069

施設数

直営（委託無）

意図
学童児童が安全・快適に施設を利用で
きる環境を整える。

対象

修繕・改築実施
件数

努力義務的

学童保育所(クラブ）施設
児童福祉法第６条の２第２項
学童保育所設置条例

手段
・

内容

・施設の保守点検
・施設の修繕
・施設の増改築全額補助

意図
放課後、児童に適切に安全な環境を与
えることにより、就労している保護者
の子育て支援に繋がる。 228,213

その他（　　　　　　　　　　　　　）

放課後、適切
な監護が受け
られない児童
数

入所申請児童数 入所児童数

234,128

手段
・

内容

11-01-12

子育て支援課
児童係

根拠
法令
等

自主的 義務的

児童福祉法第６条の２第２項
学童保育所設置条例

対象

26年度以
降方向性

拡大

9,881 239,838

27年度以
降方向性

説明欄：当該事業の対象であるたんぽぽ保育
室は、認証保育所等へ移行するまでの間、保
育室運営費補助を受けながら「定期利用保育
事業」を実施していく意向である。市として
は、子ども・子育て支援新制度の動向なども
伝えながら、今後の方向性について事業者の
相談にのっていきたい。

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（１）学童保育使用料
見直し

229,957 138,177

放課後に適切な監護が受けられない児
童に適切で安全な環境を与える。

学童保育所運営事業

全額補助 一部補助有 市全額

放課後に適切な監護が受けられない児
童

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

努力義務的

97

27年度以
降方向性

現状維持
説明欄：報酬等事業費及
び学童保育所使用料。東
京都より学童クラブ事業
補助金あり。

26年度以
降方向性

141,381
説明欄：学童保育所に勤務する児童厚生指導
員に対する研修等により資質の向上と適正な
人員配置に努める必要性がある。障害児童の
４年生までの延長保育や保育時間の延長等保
護者ニーズが高いが、子ども・子育て支援新
制度の中で見直しされる対象年齢や使用料の
見直し等も検討する必要がある。

説明欄：

26年度以
降方向性

27年度以
降方向性

現状維持

12,655 240,868 176,242

17,660

9,984 244,112

11-01-11

子育て支援課
児童係

根拠
法令
等

自主的 義務的

自主的 義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

35,321 1,775 37,096

東久留米市



平成26年度事務事業評価表（平成25年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
事業費

（実績額）
人件費

（理論値）
トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

指標事務事業名

子どもの未来と文化をはぐくむまち 施策番号・名 11 子どもが健やかに生まれ育つことへの支援 基本事業番号・名 11-01 保育サービスの充実

指標 指標

一般財源分

全庁評価会議
（27年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

特定財源に伴う一般財源
事務事業

番号
事務事業の概要

(根拠法令等、財源、上乗、形態)
事務事業の目的

事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業全体

一般財源

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

8 1,600 1,671 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

子育て支援課長
相川　浩一

（ 園 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 8 1,600 1,585

上乗 □ （ 園 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 8 1,600 1,524

□ （ 園 ） （ 千 円 ） （ 人 ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

1,765 36,619 85.5 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

子育て支援課長
相川　浩一

（月・人） （ 千 円 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □ 1,199 24,399 94.4

上乗 □ （月・人） （ 千 円 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 ■ 補助・助成金 928 19,264 75.6

□ （月・人） （ 千 円 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

1 5 0 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

子育て支援課長
相川　浩一

（ 件 ） （ 回 ） （ 件 ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ ■ □

上乗 □ （ ） （ ） （ ）

□ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ ） （ ） （ ）

■ □ □ 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

0 6 4 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3

学務課長
傳　智則

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

財源 □ □ ■ 0 51 2

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度 平成23年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 0 51 2

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

11-01-15

子育て支援課
子育て支援係

対象
市私立幼稚園連合会
市内私立幼稚園

1,600

その他（　　　　　　　　　　　　　）

意図

補助金の交付により、連合会の円滑な
活動と教職員の資質向上及び園児等の
保健管理による幼児教育の振興充実を
図るとともに、国・都と各幼稚園との
円滑な情報交換・調査回答を行う。

市私立幼稚園連合会への補助。
市内私立幼稚園設置認可及び都からの
調査依頼、回答にかかわる事務。全額補助

説明欄：行財政改革ア
クションプラン３
（２）補助金に適正化
に向け検討中

私立幼稚園振興事業

一部補助有 市全額

1,600 3,643 5,243 1,600

市独自上乗せ（上乗・横出）

現状維持現状維持
27年度以
降方向性

現状維持
説明欄： 26年度以

降方向性
現状維持

1,600
説明欄：平成17年度に、補助金を園当たり30
万円を20万円に減額した。
また、同じく幼稚園の振興に係るものとして
国・都からの通知や調査への対応、などが市
職員の人件費に含まれるところである。
今後、子ども・子育て支援新制度における補
助の動向に注視しつつ、現行の補助金でよい
か検討する必要がある。

説明欄：平成17年度に、補助金を園当たり30
万円を20万円に減額した。
また、同じく幼稚園の振興に係るものとして
国・都からの通知や調査への対応、などが市
職員の人件費に含まれるところである。
今後、子ども・子育て支援新制度における補
助の動向に注視しつつ、現行の補助金でよい
か検討する必要がある。

27年度以
降方向性

市内私立幼稚
園数

私立幼稚園連合
会補助金額

市内幼稚園
合計園児数

26年度以
降方向性

1,600 3,514 5,114

1,600 4,429 6,029

手段
・

内容11-01-13

子育て支援課
子育て支援係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東久留米市私立幼稚園連合会補助金交付要
綱

事業
形態

直営（委託無）

説明欄：

【外部評価】補助、助
成金事業で義務として
いることの説明が必要
と思います。（所管課
によ対応済み）

現状維持
27年度以
降方向性

説明欄：事業費の2分の1
を都が補助する。

18,310

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 東久留米市子ども・子育て会議

手段
・

内容

市長の諮問を受けて会議を開催し、
運営する。平成25年8月28日に、子ど
も・子育て支援法第61条第1項の規定
に基づく、市子ども・子育て支援事業
計画策定に対する意見を求める旨の諮
問を受けたので、26年度中に市長へ答
申を行うため同計画の内容に関わる事
項について審議している。

12,057

9,504

27年度以
降方向性

説明欄：

26年度以
降方向性

現状維持
27年度以
降方向性

現状維持

説明欄：　平成25年度は子ども・子育て世帯
（2,848世帯）に対して、子ども・子育て支
援のニーズ調査を行い、ニーズ調査結果に伴
う子ども・子育て支援事業計画（５か年計
画）の「量の見込み」について、議論が行わ
れている。
26年度は同会議で子ども・子育て支援事業計
画の「量の見込み」に対する「確保方策」そ
の他、事業計画の内容について議論、検討を
行い、『市子ども・子育て支援事業計画案』
の策定を行う予定である。

現状維持
説明欄： 26年度以

降方向性

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

会議開催回数
諮問に対する
答申数

説明欄：

・子ども・子育て支援法
・東久留米市子ども・子育て会議条例

3,170 10,736 13,906

市長の諮問件
数

26年度以
降方向性

1,451

公立幼稚園保育料等
徴収事務

全額補助 一部補助有

市長の諮問事項について、子ども・
子育て支援事業を利用する保護者、子
ども・子育て支援事業者、学識経験
者、子ども・子育て支援事業に関わる
行政機関職員及び公募市民からなる委
員の議論を取りまとめ、答申する。

24,399 1,438 25,837

19,264 1,545 20,809

東久留米市子ども・
子育て会議運営等事
業

全額補助 一部補助有 市全額

26年度以
降方向性

市立幼稚園に在園していた幼児の保護
者に対して保育料の徴収事務及び督
促・催告事務を行う。

説明欄：　平成25年度は子ども・子育て世帯
（2,848世帯）に対して、子ども・子育て支
援のニーズ調査を行い、ニーズ調査結果に伴
う子ども・子育て支援事業計画（５か年計
画）の「量の見込み」について、議論が行わ
れている。
26年度は同会議で子ども・子育て支援事業計
画の「量の見込み」に対する「確保方策」そ
の他、事業計画の内容について議論、検討を
行い、『市子ども・子育て支援事業計画案』
の策定を行う予定である。

539

その他（　　　　　　　　　　　　　）

11-01-16

学務課学事係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

494 496

現状維持

説明欄：平成24年度債権放棄を実施。受益者
負担の原則遵守のため現状維持が望ましい。

説明欄：平成24年度債権放棄を実施。受益者
負担の原則遵守のため現状維持が望ましい。

4

対象 市立幼稚園在籍児の保育料等

在園している
園児数

①納付書発行枚
数②督促・催告
状発送数

期日までに完
納される

現状維持
説明欄：

・東久留米市立幼稚園に関する条例
（平成２１年３月３１日限り廃止）

1 50 51 1

手段
・

内容

現状維持

事業
形態

直営（委託無）

対象 認定こども園設置者

26年度以
降方向性

拡大

36,619 1,464 38,083
説明欄：国の次世代育成政策として、既設幼
稚園・保育園の認定こども園への移行を進め
るところで、現在、幼稚園単独型で1園、幼
保連携型で1園が市内にある。今後、国の子
ども・子育て支援新制度による私立幼稚園の
幼保連携型認定こども園への政策的誘導の中
身について注視するところである。また、本
補助事業は、東京都が認可を行った認定こど
も園に対して、東京都と市で行う補助事業で
ある。

27年度以
降方向性

27年度以
降方向性

現状維持
説明欄： 26年度以

降方向性

11-01-14

子育て支援課
子育て支援係

認定こども園運営費
等補助事業

一部補助有 市全額

意図
就学前のこどもに関する教育、保育の
総合的な提供の推進を図る。

努力義務的

全額補助

2

市独自上乗せ（上乗・横出）

市独自上乗せ（上乗・横出）

27年度以
降方向性

現状維持

根拠
法令
等

自主的 義務的

児童数（月・
延べ人数）

補助金額

実児童数/定員
数
（市内認定こ
ども園）

平成２５年度東京都認定こども園運営費等
補助金交付要綱
東久留米市認定こども園運営費等に係る補
助金交付要綱

その他（　　　　　　　　　　　　　）

手段
・

内容

認定こども園設置者に対して、補助金
を交付する。

事業
形態

直営（委託無）

意図 保育料の完納

4 535

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市全額

2

東久留米市


